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経営理念

中期経営計画基本方針

福島銀行のあゆみ

社長メッセージ

業績ハイライト

中期経営計画進捗

SBIとの連携

SHINふくぎん中期経営計画

SDGsの取組み

役員紹介

本社所在地

電話番号   

設立年月日  

資本金    

従業員数   

店舗数

   

預金残高   

預かり資産

貸出金残高  

自己資本比率   

連結子会社

1

2

3

6

7

9

15

18

21

24

C O N T E N T S

P R O F I L E

福島県福島市万世町2番5号

024 -525 -2525（代表）

1922（大正11）年11月27日

186億円

592名（うち正社員444名）

57店舗（5出張所、2ｿﾘｭｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ、
1ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ、1ﾈｯﾄ支店含む）

7,987 億円

1,094 億円

6,184億円（私募債含む）

7.52％（単体）

㈱ふくぎんリース＆クレジット

㈱東北バンキングシステムズ
福活ファンド投資事業有限責任組合

Fukushima Bank
Disclosure

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・
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当期純利益

本業収益

（百万円）

1,500

2,000

2023  ḵ

 ḵ
 次世代バンキングシステム関連費用の増加により、営業経費が増加するも、

貸出金利息および受入手数料が増加し増益となりました
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営業経費

・住宅ローン・消費者ローンの増加により
貸出金利息が増加

・預かり資産の販売が好調に推移した他、
融資関連手数料が増加したことにより
受入手数料が増加

・次世代バンキングシステム関連費用
の増加により営業経費は微増
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計画期間／2021年4月1日～2024年3月31日

ṕ Ṗ

Ớồờ

10 4％ 6,000
10億円以上の安定した
本業収益を確保する

2020年3月期対比
OHR4％の改善を図る

うちメイン先1,250 先
以上を目指す

※ 2020年3月期OHR実績83.91 ％(単体ベース)
※ OHR(経費率)＝営業経費／業務粗利益
（日銀特別当座預金制度に基づくOHR）

※ メイン先：融資シェア1位をメイン先と定義

2023 ṕ2024 3 Ṗ

16 6,071

2023 ṕ2024 3 Ṗ

7.88 ％

 77.29 Ṿ 1,281

9

最終年度数値目標は

〇 事業性融資先、メイン先ともに達成

本業収益推移 OHR改善率推移 事業性融資先数（メイン先数）推移

〇 3年平均では7.36% の改善〇 毎期10億円以上計上

先

百万円
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経営改善計画書を共に策定するなど、お客さまの課題解決や本業支援に

向け伴走支援し、コンサルティング機能を強化します

・ SBIが出資するリンカーズ社のビジネスマッチングシステム。お客さまの「ビジネス
マッチングニーズ」を登録し、広域に配信することで、より成約精度の高いビジネス
マッチングが実現

● BMS

1
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※金融仲介機能のベンチマーク（選択18）

● 
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・ 地域企業における人材不足(経営人材・幹部人材・IT人材)が深刻化しており、
当行はお客さまの課題を解決するべく、2022年4月より「有料職業紹介事業」の
許可を取得。求人票作成により求人情報を蓄積、マッチングに繋がっております

・ コロナ禍におけるお客さまの課題解決や本業支援改善に向けた計画を共に
策定し、課題解決に資する商品やサービスをSBIとの連携によるリソース等を
活用し、本業を伴走支援する取組み

● 

● 

1

1 ṕ Ṗ
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ṕ Ṗ

求人情報のトスアップ
求人票の作成及び提供 求人申込

求職者の紹介

※金融仲介機能のベンチマーク（共通5）

※金融仲介機能のベンチマーク（選択28）
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・ 当行は、新たな企業を創出し企業活動が活発に行われる福島を創るために、県内
15市町から認定連携創業支援事業者として認定を受けております。「創業支援
セミナー」を開催し創業支援事業に取組んでおります

● 

1

1

40 44 

23 

0

20

40

60

22/3 23/3 24/3

※金融仲介機能のベンチマーク（共通3）
2023年度はリアル・オンラインにて計16回開催、
320名の方に参加いただきました。

12

・ 当行は、後継者不在に悩む事業者や、事業規模拡大を目指す事業者への支援
としてM＆Aにも取り組んでいます。事業者を提携業者に紹介し、ニーズに合った
M＆Aを実施することで地域の課題解決に貢献しています

● MẀA

0 

4 4 

0

1

2

3

4

5

22/3 23/3 24/3

MẀA

※金融仲介機能のベンチマーク（選択19）
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ṕ Ṗ

多重債務に苦しむお客さまや廃業を希望されるお客さまとの対話を重ね、

債務を取りまとめるなど生活再建を応援しています

● 銀行員がお客さまの収入、支出、資産、

負債、家族構成等を考慮し、最適な

プランを提案します

● 後継者不在、コロナ禍などの影響により、

ご融資の返済に不安をお持ちの

  お客さまに寄り添い伴走支援しています

DXDX

● 当行とSBI、フューチャーアーキテクトの3社でクラウド上の「AWS(アマゾンウェブサービス)」に新システムを構築

「年間コスト」を大幅に抑え、数年毎の更新費や切替時費用も不要

● QRコード等を利用し、伝票レス・印鑑レス・通帳レスなどスムーズな取引が可能。フィンテックなど外部業者と柔軟に

連携し、お客さまへ最新の金融商品・サービスを提供

2024 7 16

※金融仲介機能のベンチマーク（独自）

13
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本業支援に強い社員、事業承継・Ｍ＆Ａなどの専門分野の知識を持つ

社員の育成を図ります

● 事業性融資研修プログラムの実施

● ＳＢＩへの出向により専門分野の知識

が豊富な社員の育成

● 中堅社員、新任支店長向け研修の充実

● 傾聴力と対話力を高める研修を実施

My

ẑ My

・企業がSDGsに取組む上で人権尊重は大変重要であり、当行においても「生き甲斐と幸福感をもって
働ける職場づくりに向け行動します」と経営理念に掲げており、組織全体で人権意識を高めるため
宣言しました。

※金融仲介機能のベンチマーク（選択39）

14

ẑ My

・企業、団体及び個人が、人権を尊重する行動をとることを宣言するこ
とによって、誰もが人権を尊重し合う社会の実現を目指す取組

│⁸ ─ ⅎ⌐ ⇔ ─ ╩ ⇔╕∆

ₒ ─ ₓ

∆═≡─ ₁─ ╩ ⇔╕∆⁹

ₒ ─ ₓ

≢№╢ ⅝ ≤ ╩╙∫≡ ↑╢ ≠ↄ╡⌐ ↑

⇔╕∆⁹
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30by30
当行は、2024年2月に環境省が主導する「生物多様性のための30by30 （サーティ・バイ・サーティ）アライアン
ス」への参加をいたしました。当行の参加は福島県内に本社を置く企業では初、東北地区第二地方銀行業界初の
参加となりました（2024年2月13日参加日時点）

当行では、「生物多様性条約」及び「国連気候変動枠組条約」の採択と同年の1992年に「公益信託福島銀
行ふるさと自然環境基金」を設立し、長きに亘り福島県内において自然環境保護活動をされる団体を応援して参り
ました。当行は当基金及び30by30 アライアンスを通じて、福島県内における自然環境保護や生物多様性保全に
関する活動をされる企業・団体を引き続き応援するとともに、ネイチャーポジティブに貢献して参ります。

なお、当基金における助成金は当行から当公益信託に信託された金銭より全額拠出されております。

※ 「生物多様性のための30by30 アライアンス」
2030年までに生物多様性の損失を食い止め回復させる（ネイチャー
ポジティブ）というゴールに向け、2030年までに陸と海の30％以上を
健全な生態系として効果的に保全しようとする目標のことであり、また、
その目標達成に向け、今後日本として現状の保護地域の拡充とともに、
民間（企業・個人）によって保全されてきたエリアを認定する取り組み
を進めるため、環境省を含めた産民官17団体を発起人とする有志連
合のこと。

＜30by30 アライアンスロゴマーク＞



SDGs

福島銀行グループは、「経営理念」に基づく企業活動を通して、社会の課題、経済の課題、自然環境の課題などに
ついて積極的に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献するとともに、地域の発展と当行グループの中長期的な
企業価値の向上に努めてまいります。

当行は、持続可能な社会の実現と当行の企業価値向上の両立を図るため、サステナビリティの新たな方針として、
「サステナビリティ基本方針」を策定しています。

※「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」
主要国の中央銀行や金融監督当局等が参加する金融安定理事
会により2015年設立された組織。2017年に公表した最終報告の
なかで、企業等に対して気候変動がもたらすリスクと機会の財務的
影響を把握し、開示することを提言しています。

当行は、気候変動が企業の財務内容に与える影響について適切な情報開示を求める「気候関連財務情報
開示タスクフォース（TCFD）」（※）提言への賛同しています。今後、情報開示の充実を図るとともに本方
針に基づき、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

Ẇ 
当行グループは、気候変動をはじめとする環境問題や様々な地域社会の課題を重要な経営課題と位置
づけており、社長を委員長とし、役員、部長によって構成される「サステナビリティ委員会」を設置しています。
サステナビリティ委員会は、当行のサステナビリティにかかる企画、立案や進捗状況の把握などについて協議
を行い、協議事項は取締役会へ報告しています。取締役会はサステナビリティ全般に関する責任と権限を
有しており、その内容について審議・監督を行う体制としています。

Ẇ 

気候変動に起因する自然災害の増加により、不動産担保の毀損や事業
停滞による信用リスクの増加

脱炭素社会への移行過程において、気候関連の規制や税制の変更等により、
事業に影響を受ける取引先に対する信用リスクの増加

再生可能エネルギー関連融資や持続可能な社会を目指すサステナブルファイナンス、お客さまの温室
効果ガス削減を支援するコンサルティングの提供などを通じて、脱炭素社会の実現に取り組む。

TCFD

当行は、中長期的な企業価値の向上のためには、多様な人材が成長し活躍していくことが重要と認識
しており、「人材育成の基本方針」を策定し、人材育成の主要施策及び人材育成研修プログラム・カリ
キュラムに基づいた研修の実施に取り組んでおります。また資本業務提携契約先であるSBIホールディン
グス等との人材交流により、本業支援に強い社員、事業承継・Ｍ＆Ａ、有価証券運用、ＤＸ・ＡＩな
ど専門分野の知識を持つ社員の育成にも取り組んでおり、今後も継続していく考えです。

 

（人材育成方針）
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Ẇ 

当行グループは、気候変動に起因する物理リスク、および移行リスクが、当行グループの業務運営、戦略、
財務状況等に影響を与えることを認識しています。これに対応するため、主にサステナビリティ委員会におい
て、気候変動のリスクや機会について定性的に分析するほか、シナリオ分析や脱炭素社会の実現に向けた
営業施策等の検討を実施しております。また、統合リスク管理の枠組みにおいて、これらのリスクを管理する
体制の整備を進めてまいります。

Ẇ 

2030年度削減目標

▲50.0％
（2013年度対比）

2023年度実績

▲40.2％
（2013年度対比）

 CO2 ṕScope1 Scope2 Ṗ

3,173 

1,896 
1,587 

2013年度 2023年度 2030年度目標

（単位：ｔ-CO2）

 

2024年度から2030年度までに600億円（うち環境分野300億円）実行を目指します。
※ 当行におけるサステナブルファイナンスは、持続可能な社会の実現に向けた、環境や社会課題の
解決の取り組みに対する投融資としております。

 
 

ṕ Ṗ

管理職に占める女性労働者の割合 2024年3月までに25％ 21.7％

男性労働者の育児休暇取得率
（2021年4月から2024年3月の期間累計）

2024年3月までに30％ 55.3％

管理職に占める女性労働者の割合 2027年3月までに25％以上

男性労働者の育児休暇取得率
（2024年4月から2027年3月の期間累計）

2027年3月までに70％以上

※ 上記指標に関する目標及び実績は、連結グループにおける主要な事業を営む提出会社のもの

（社内環境整備方針）

当行は、経営理念に社員が生き甲斐と幸福感をもって働ける職場づくりを目指すことを掲げております。具
体的には「人材育成研修プログラム・カリキュラムの策定・実施」により、社員一人ひとりが能力を発揮して働
けるよう人材の育成に取り組み、また2024年の稼働を目指す次世代バンキングシステムを最大限に活用し、
徹底的に業務のＤＸ化（デジタル）を図ることで業務の効率化・高度化に取り組んでまいります。
更に仕事と家庭の両立を図りながら、その能力を十分に発揮できる雇用環境の整備にも取り組んでいます。

（▲40.2％）
（▲50.0％）
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総合企画部
福島県福島市万世町2番5号
TEL：024 -525 -2525（代）
https://www.fukushimabank.co.jp/
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